
１．総括票 団体名 飯田市

a)温室効果ガス
の削減（暫定）

b)地域の活力
の創出等

（１）平成21年度の取組結果を踏まえた平成22年度の取組方針

　平成２１年度の事業は、全２０事業が計画通り又は前倒し等で進捗しており、かつ、実施に至った１４事業のうち定量的な削減・吸収効果の算出が可能なものは、約５割を占め、実効性
のある施策を実施した。
　平成２２年度においては、平成２１年度に完了した事業の運用開始により、平成２１年度を上回る削減効果が現れるとともに、主要事業であるメガソーラー事業の推進を図るとともに、飯
田版マイクログリッド構築に向けた調査研究と検証事業を行う。

　平成２１年度の取り組み結果からの評価において、街区単位での熱融通、木材の間伐・バイオマスエネルギーの供給等を一括で行なう事業体の設立に向けた道筋を定めることが課題
として指摘されたため、本年度は「新たな公共」「ソーシャルキャピタル」「エネルギーファイナンス」という視点から、「飯田版マイクログリッド構想」に基づくエネルギー事業体のあり方の仮
説を構築するまでに至った。またその相乗効果として、太陽光市民共同発電、おひさま０円システムを応用した「新たな公共が担う小水力市民共同発電」事業スキームの骨子を構築でき、
モデル河川を選定して、地域住民や国等の関係者との協議に入り、市民参画の小水力市民協働発電所の実現に向けて社会的な合意形成に着手できる状態となった。
　新エネルギーに関する取り組みとしては、メガソーラーいいだ、大型木質ペレットボイラーが稼動し、一定規模の温室効果ガスを確実に削減する取り組みとなった。木質ペレットボイラー
に関してはＪ－ＶＥＲへの登録を申請し、今後のグリーン熱の活用にも期待ができる。省エネルギーに関する取り組みについては「エコライフコーディネーター制度」（地球温暖化防止コー
ディネーターの名称変更）を構築しつつ、平成２１年度に完成したりんご並木のエコハウスを拠点とした市民の低炭素ライフスタイルの実践誘導へ着手。移動手段の低炭素化においては、
電気自動車を２台導入し、公用車と地域の企業の事業活動で利用を開始し、自転車市民共同利用システムと合わせて移動手段の低炭素化を推進した。

（３）取組の主な成果

【家庭・業務】住宅用太陽光発電の設置が大幅に増加し、メガソーラーいいだの稼動により319t-CO2を削減。またペレットストーブの稼動で134.3t-CO2削減した。なお、大
型ペレットボイラー４台の稼動による削減については算定中である。

【森林】地域関係者が結集して、共同製材所の建設推進協議会が設立された。財源確保が可能となれば、平成２３年度中に製材所の建設が可能となる。
【家庭】りんご並木のエコハウスを通年営業し、１万人近くを集客。あわせてエコライフコーディネーター制度が構築され、低炭素ライフスタイルへの普及啓発への足がかり
が構築できた。
【家庭】太陽光発電においては、メガソーラーいいだが完成し、住宅用太陽光発電の新規設置も増え、今後の地域全体の温室効果ガス削減に大きく寄与することとなる。
【運輸】地域の企業、団体が中心となってエコドライブを推進。電気自動車の試験的な導入を行い、運輸部門での温室効果ガス削減に向けて新たな取り組みが始まった。

（４）平成22年度の取組結果を踏まえた平成23年度以降に向けての課題と改善点
　リニア中央新幹線のルートが事実上決定し、環境モデル都市の中期目標設定である2030年を前倒しして、リニア時代にふさわしい環境モデル都市づくり事業としてロードマップの策定を
行い、策定後２年を経過する環境モデル都市行動計画の改訂に着手する。また、東日本大震災を踏まえて、飯田版マイクログリッド構想に基づく新たな公共が担う地域エネルギー事業の
実現を加速させる。また教育委員会との連携により、ペレットストーブの導入に加え、学校における太陽光発電を積極的に導入する。

平成２２年度　環境モデル都市フォローアップ（施策の進捗状況等）

（５）特筆すべき市民のライフスタイル等
第１０回日本の環境首都コンテストにて、総合２位、人口規模別１位、住民参加部門１位、地球温暖化対策部門１位の評価を得た。市民主導の地域の取り組みが客観的に評価されてい
る。
住宅用太陽光発電の普及が加速し、普及率は、約3.7%となり、全国平均0.9％（現時点の公表データ（2008年）に基づく。）を上回るペースで進んでいる。（全国平均の４倍）

全体総括

（２）取組の進捗状況

飯田 1/12 （総括）



２．個別事業に関する進捗状況等 団体名 長野県飯田市

平成２３年度の展開

温室効果ガス削減
（暫定）

地域活力の創出等

定量化は困難

-

定量化は困難

-

38.3t-CO2

【H21取組・H22発現分】
・平成21年度に導入したLED
防犯灯2,450本の温室効果
ガス削減効果
（算定式を記載）
防犯灯2,450本　１本あたり
ワット(既存)23W（LED）15.5W
点灯時間 12時間／1日
　省エネ効率　15.5W/23W≒
67％　電力CO2排出原単位
0.47kg-CO2/kwh
　計算式：2450本×23W×12
ｈ×365日×(1-0.67)＝
81,448kwh
　81,448kwh×0.47kg-
CO2/kwh＝38.3t-CO2

【H22取組・H23発現】

タウンエ
コエネ
ルギー
システ
ムの構

築 ・エコハウス推進協議会が中心となる低炭
素不動産の普及活動を推進する。
・防犯灯のＬＥＤ化については、平成２５年度
までに順次ＬＥＤ化していく予定。

検討
・引き続き今後の取り組みにつ
ながる先進事例については積
極的に情報収集を行なう。

・検討部会のメンバーに金融の専門家と税
制、財政の専門家（大学教授、民間シンクタ
ンク等）を加え、全国に水平展開可能な地
域エネルギー組織体の骨子を構築する。
・長野県の「信州エネルギー地産地消戦略」
に基づき、その推進プラットホーム設立と連
携した事業体の準備組織の設立を目指す。

・エコハウス推進協議会が中
心となって低炭素不動産を普
及していく体制を構築する必
要がある。
・東日本大震災を踏まえ、市民
の実態的な省エネの取り組み
へと誘導していく必要がある。

実施

＜実施＞
・緑の分権改革調査事業で新たな事業体の仮説を構築
・小水力市民共同発電を想定した事業体のあり方の仮説を
構築するとともに、モデル河川を選定して実証調査（生態系
への開発影響調査、地質調査、流量分析）と関係地域住民
との懇談会、調査結果報告会を実施した。
（Ｈ22計画：新たな事業体の設立）

実施○
家庭
業務

＜実施＞
・「信州飯田エコハウス推進協議会」によるりんご並木のエコ
ハウスでの普及活動に着手
　（全部で３３回）
・市内の防犯灯新たに600本をＬＥＤに転換した。

・信州飯田エコハウス推進
協議会の会員や５名のコー
ディネーターを中心に、りん
ご並木のエコハウスでの省
エネ不動産の普及に関する
情報発信、講座等を開催
し、地域の専門的な知見を
引き出すことができた。

ｂ

＜検討＞
・緑の分権改革推進事業等で先進地域の事例を情報収集

・地域内外の専門家で構成
する熱供給検討部会、エネ
ルギーファイナンス部会で
先進的な取り組みを行って
いる地域への視察を行い、
実態的な情報収集を行なう
ことができた。（梼原町・東
京ガス等）

c

・地域のエネルギー事業者
はじめ、内外の専門家を巻
き込んでの検討部会を重
ね、新たな公共の視点での
地域エネルギー組織体の
仮説を構築することができ
た。
・地域関係者から小水力市
民共同発電の意義につい
て一定の理解を得ることが
できた。

取組
方針

取組
内容

平成２２年度の進捗

主要部門
H22
予定

取組
番号 取組の進捗状況

計画と
の比較

取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

・木質ペレット流通システムを構築している
新潟県三条市、市民出資による小水力発電
を行っている富山市等の視察を地域の関係
者とともに行い、取り組み現場での情報収
集を行なう。

ｂ

・構築した仮説を検証し、必要
に応じて実証を行なう必要が
ある。

2-1-②
-a

エネル
ギー政
策先進
地域との
情報交
換

新たな
事業体
の設立

2-1-②
-b

2-1-②
-c

地域独
自の環
境価値
を付加し
た低炭
素不動
産の普
及と高効
率エネ
ルギー
機器へ
の転換
による既
存住宅
の省エ
ネ化

計画との比較：a) 計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）ほぼ計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない

飯田 2/12 （個別進捗）



平成２３年度の展開

温室効果ガス削減
（暫定）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２２年度の進捗

主要部門
H22
予定

取組
番号 取組の進捗状況

計画と
の比較

取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

現状では定量化は困難

切捨て間伐が中心である
ため、ＣＯ２吸収量には寄
与しない。
搬出間伐材はペレット等
で利用されているので、こ
こでは算定しない。

453.3t-CO2

（算定根拠）
【太陽光発電】244t-CO2
285件設置容量1197.85kWを
設置月ごとの年間発電量と
おひさま0円システム2009で
設置した太陽光発電の年間
発電量
をもとに、ＣＯ２排出係数を
用いて計算
【メガワットソーラー（推定）】
75t-CO2
【ペレット流通システム】
134.3t-CO2
(110t（ペレット使用量）×
4,300kcal/kg(ペレット熱量)）
/8,767kcal/ℓ（灯油熱量）×
2.49kg/ℓ（灯油排出係数）

定量化は困難

-

定量化は困難

-

タウンエ
コエネ
ルギー
システ
ムの構
築

実施

＜実施＞
・年間を通じて切り捨て間伐を実施し、財政支援を行った。
　（切り捨て間伐350.72ha・搬出間伐9.58ha）
・南信州共同製材施設建設推進協議会が発足し、地域産材
生産の拠点施設を整備することを確認しつつ、合意形成と
共同製材施設の建設具体化を進めた。
・里山整備を進めつつ、森林体験と交流事業を実施した。
　（里山整備238.77ha　事業実施箇所の団地化）
・竹林の整備を推進した。（37箇所）

実施

実施

検討

・街区の更新のだけでは面的
熱供給の実現が難しいため、
都市ガスインフラを活用した天
然ガスの活用による面的低炭
素化も検討していく必要があ
る。

間伐や竹林整備に地域住
民が主体的に参画し、一定
の作業員の雇用も確保でき
た。

地域産材の拠点生産施設の
整備と林業活性化が急務であ
る。

・熱供給のイメージを詳細に検討していく必
要がある。
・市庁舎については建て替え部分の新エネ
ルギー導入等について検討する。
・商工会館の建て替えについては、市街地
の低炭素化に貢献する実現手法について
引き続き検討する。

家庭
業務

＜実施＞
・市街地の公園整備（扇町、中央公園）について、扇町公園
は実施設計を行なった。中央公園については実施設計後、
周辺の道路改良の整備とあわせて造成に着手し、ほぼ予定
通り進行している。

・市街地における熱供給シス
テムのイメージを構築した。・
低炭素化モデルの構築を行う
に際し、オフィスビル等として
の改築に経費が上乗せとなる
傾向のため、事業主体の側の
合意形成が課題となってい
る。

・熱供給については、補助金等を検討する
中で、改築後のランニングコスト等を含めた
事業のシミュレーションをたて、事業推進を
図る。
・公園整備については計画に基づき事業を
推進する。

b

b

＜実施＞
・緑の分権改革推進事業に基づき、街区の概略整理と街区
ごとにふさわしい熱供給のイメージを構築した。
＜検討＞
・市役所本庁舎の建て替えにおいては、最大限環境に配慮
した建物となるように検討を進めている。
・商工会館の建て替えについては、整備に向けた検討及び
関係者との協議を行っている。

森林資源の循環および域産域消を強く推進
していく。
ＪＡＳ認定の南信州共同製材施設を建設す
ることに対して支援する。

b

・おひさま０円システム、市の補助制度によ
り２００件の住宅に太陽光発電を設置する。
・小中学校など公共施設に２５台のペレット
ストーブを導入する。
・学校に太陽光発電を積極的に導入する。
（２小学校・20kW弱程度）
・個人住宅のペレット配送や店舗販売などを
加えた流通システム構築のための新たな検
証事業を行う。

a

・東日本大震災により、太陽光
発電への関心が防災、危機管
理の視点でも高まりつつあり、
市民の太陽光発電の導入を
一層支援していく必要がある。
・地元の間伐材を調達する仕
組みを構築しなければ木質ペ
レットの流通コストを価格に吸
収できないため、ペレット材の
安定供給について地域の関係
者とともに検討しなければなら
ない。

家庭
業務

家庭
業務
森林

＜実施＞
・住宅用太陽光発電設置奨励金制度により、新たに284件
の住宅に太陽光発電を設置した。（計画150件、実績285件
約２倍増）
・市民ファンドを投入した「おひさま０円システム2010」によ
り、新たに22件の住宅に太陽光発電を設置した。（計画50
件）
・小中学校、保育園にペレットストーブを新たに31台を導入し
た。
（計画25台、実績31台　約1.2倍増）
・市の健康増進施設と１台、民間温泉施設で３台のペレット
ボイラーが稼動した。
・市有地に１ＭＷの太陽光発電所「メガソーラーいいだ」を建
設し、稼動した。
・緑の分権改革推進事業で木質ペレット流通システム構築
を検証する事業を行い、公共施設を中心に110トンのペレッ
ト需要につなげた。

2-2-②
-b

中心市
街地に
おける
低炭素
まちづく
りの実
践

2-2-②
-a

街区更
新時の
低炭素
街区の
構築

2-1-②
-e

環境視
点から
の木材
利用と森
林管理
の推進

・おひさま０円システムや国
の固定価格買取制度によ
り、地域住民の太陽光発電
設置が加速した。
・地域、企業、行政が一体と
なってメガソーラーいいだ
が稼動した。
・障害者雇用のＮＰＯ法人と
ガソリンスタンドを経営する
事業者の協力を得て、新エ
ネルギー事業への参入に
積極的である異業種の参
画により、木質ペレットの流
通の課題を抽出することが
できた。

○

○
2-1-②

-d

市街地
における
熱供給
システム
の構築

家庭
業務

「おひさ
ま」と「も
り」のエ
ネル
ギー活
用プロ
ジェクト

飯田 3/12 （個別進捗）



平成２３年度の展開

温室効果ガス削減
（暫定）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２２年度の進捗

主要部門
H22
予定

取組
番号 取組の進捗状況

計画と
の比較

取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

検討

＜検討＞
・緑の分権改革推進事業において、地域ガバナンスの視点
での条例による誘導について検討を始めた。
・地域の要望に応じて地区説明会を開催した。
・市民検討委員会（１回）を開催して、環境プランの見直しと
の連携について検討をはじめた。

低炭素
不動産
プロジェ
クトの展
開

家庭
業務

○

＜実施＞
・「りんご並木のエコハウス」が完成し、４月にオープン。５人
のコーディネーターを採用し、年末年始を除いて通年営業を
行う中、年間9962人が来場し、省エネや低炭素ライフスタイ
ルに関して日常的な啓発を行った。また年間を通じて、エコ
ハウスで様々な講座を３３回行い、低炭素ライフスタイルな
どの実践へと結びつく取り組みとなった。

・エコハウスを運営する協議会を中心に、
様々な主体が啓発活動に取り組めるような
支援を行い、エコハウスを最大限活用した
低炭素ライフスタイルへの実践へと導く。

・条例制定については、税制
大綱の方針に基づき、税制優
遇との関連で検討して、実効
性のあるものにしなければな
らない。

＜実施＞
・企業と連携した子供科学教室を実施した。（１回）
・地場産業振興センターのオーガナイザーによる環境講座
（７回）やインキュベート委員会（３回）を開催し、企業向けの
環境講座を実施した。
・地域における森林の重要性を認識し、次世代の森づくりに
つなげるための森の語り部講座（７回）を開催した。
・教頭会プロジェクトを（２回）開催し、環境学習の取り組みを
協議した。
・環境教育教師用指導資料作成プロジェクトを立ち上げ、プ
ロジェクト毎の成果発表を行った。
・「学校いいむす」では、内部監査による環境意識の確認の
ほか、自然エネルギー利用についても学んだ。（全２８校）
・各地区の公民館を拠点として環境に関する講座を65回実
施した。

b

・エコハウスを拠点とした各
種講座が行なわれ、市民主
体の低炭素ライフスタイル
実践への誘導が始まってい
る。

・東日本大震災を踏まえ、実践
的な省エネ行動へと促す意識
啓発を行っていく必要がある。

・地域ガバナンスの視点から税制や規制緩
和との関係も踏まえて、詳細に検討してい
く。
・基金創設については、次年度の飯田版マ
イクログリッド構築の調査事業で検討を開始
する。
・エコポイント制度については、国や長野県
が始めている中、地元商工会や民間企業と
連動したエコポイント制度のあり方につい
て、更に検討を進める。

b

・地域の現場と学校教育の
連携が年々密になり、実践
的な教育活動が展開されて
いる。
・65回開催の公民館の環境
関連講座にはのべ4,754人
の参加があった。

・校長会に環境教育推進担当
を配置し、地育力向上連携シ
ステムに基づく取り組みが本
格始動し、その成果が環境首
都コンテストでの環境教育部
門での得点向上につながっ
た。
・産業界からの環境講座への
参加が芳しくなかったため、企
業にとって具体的なメリットの
ある研修内容にしていく必要
がある。

ｂ

・地育力向上連携システムによる取り組み
に、環境学習の視点を更に加えて、取り組
みを推進していく。
・環境講座については、中小企業の省エネ
対策と国内クレジット制度への対応につい
て、重点的に研修メニューに取り入れていく
方向とする。
・公民館では学級講座等による環境学習活
動を50回以上実施することと、公民館報等
を利用した啓発活動を全２０館で実施するこ
とを目標とする。

家庭 実施

2-2-②
-c

実施

践

地育力
向上連
携システ
ム推進
計画等
に基づく
現世代
及び次
世代を
担う子供
たちに対
する環
境教育
の実施

2-3-②
-b

2-3-②
-a

低炭素
で活力
あふれ
る地域
社会の
形成に
おける
市民の
参画と
人材確
保

低炭素
で活力
あふれ
る地域
社会の
形成に
おける
市民の
参画と
人材確
保

飯田市
低炭素
社会基
本条例
（仮称）
による地
域のあら
ゆる構
成員の
温暖化
防止へ
の参画

家庭

飯田 4/12 （個別進捗）



平成２３年度の展開

温室効果ガス削減
（暫定）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２２年度の進捗

主要部門
H22
予定

取組
番号 取組の進捗状況

計画と
の比較

取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

定量化は困難

-

低炭素
で活力
あふれ
る地域
社会の
形成に
おける
市民の
参画と
人材確
保

低炭素
で活力
あふれ
る地域
社会の
形成に
おける
市民の
参画と
人材確
保

・エコツーリズムにおいては、
里山、山岳ツアーのメニュー開
発など、新たな商品造成と受
け入れ体制の構築が必要であ
る。

・エコライフコーディネーター制
度を構築したため、今後は複
数のコーディネーターの養成
が必要となる。特に東日本大
震災の影響で、実践的な省エ
ネ行動の要請を市民に行なう
必要がある。

・地産地消をフードマイレージ・
ウッドマイレージの視点で結び
つける施策が必要。一方で、
国がマイレージに関する体系
的な政策を打ち出し、自治体
の取り組むべき方向性が明示
されないと取り組みが推進しづ
らい。

＜実施＞
・飯田市食育推進計画における地産地消の取り組みを推進
するために、食育協力店との連携（５店舗）を行い、モデル
店として身にイベントを実施し、地産地消マップを作成し、啓
発を行った。
・南信州牛のブランド協議会を中心に南信州牛のフェアを開
催（12月～1月）を開催し、地産地消を推進した。
・学校給食では「地域食材の日」を設け（年４回）、地産地消
を推進した。また、大規模給食調理場でJAと連携して地元
産の食材を供給するシステムを構築した。また、生産者と調
理場との懇談会を実施した。
・インターネットを通じて、地元食材循環のための情報受発
信を検討した。
・地元産材の活用については、３事業者により、住宅で８棟
の建設があった。また飯田の木で家を建てるプロジェクト事
業に関して工務店への恒常的な啓発を行った。

b

実施

・エコツーリズムに基づく体
験教育旅行の受け入れ
100校14000人
・人材誘導に関する説明会
６回のべ154人参加

・横浜市との交流においては、
市民や関係団体が主体となれ
るような交流の仕組みづくりが
必要である。

・渋谷区との交流については、住民同士で
の交流が創出された成果として、本格的な
地域間交流が始まった。このため、今後も
地域同士が取り組む交流事業を支援してい
く。
・横浜との交流事業については、地域間交
流に発展させていくために引き続き強力な
支援を行う。

地域の食育推進の取り組
みとの新たな連携が加わ
り、地元JAが積極的に関わ
ることで地産地消が推進さ
れている。

・主管課が地産地消の取り組みを推進する
とともに、機会を見ながらウッドマイレージ・
フードマイレージの視点を組み込んでいくこ
とを検討する。

＜実施＞
・エコライフコーディネーター（地球温暖化防止コーディネー
ターの改称）制度を構築し、１名をコーディネーターに委嘱し
た。
・リンゴ並木のエコハウスを拠点とした市民の低炭素ライフ
スタイルの実践誘導を行った。

b○

＜実施＞
・環境モデル都市同士の交流として、横浜市からのツアー受
け入れを行った。
・渋谷区との「みどりの環」交流により、地域同士の交流を推
進した。
・渋谷区で飯田市とのみどりの環交流のPR展示を行った。

b

実施

実施

フード＆
ウッドマ
イレージ
短縮を
通じた温
室効果
ガス
削減活
動への
参加促
進

2-3-②
-c

家庭

地球温
暖化防
止コー
ディネー
ターの育
成と活用

2-3-②
-d

・エコライフコーディネーターの人選を進め、
実践的な省エネ行動を促す取り組みを実施
しつつ、コーディネーター制度をよりよいも
のにブラッシュアップしていく。

エコ
ツーリ
ズム型
の人材
交流と
人材確
保

2-3-②
-e

家庭

・体験教育旅行の推進や、産地ツアー支
援、地域の伝統や文化を体験する新ツアー
の企画を行なうと同時に、山岳、里山エコ
ツーリズムの推進を行なう。
・地域に必要な人材を南信州・飯田に誘導
し、定着するまでの総合的な取り組みを行
う。

家庭

＜実施＞
・南信州観光公社を軸に体験教育旅行を実施し、全国から
14000人の集客（H21年度は15,00人）を行なうと同時によりよ
い受入を構築するためにエコツーリズム研修会を実施した。
・昨年度に引き続き、結いターンキャリアデザイン室運営に
よる人材誘導、ハローワーク、地元企業、大学等などの関
係機関とのネットワークやワーキングホリデー、エコツアー
等を活用したＵＩターン推進等を行った。

ｂ

・渋谷区からの交流ツアー
の受け入れ
　（１０月１００名）
・横浜市からの交流ツアー
の受け入れ
　（１１月：１４名）

実施

家庭 ○

カーボ
ン・オ
フセッ
トを通
じた横
浜市等
との協
働・交
流

2-3-②
-f
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平成２３年度の展開

温室効果ガス削減
（暫定）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２２年度の進捗

主要部門
H22
予定

取組
番号 取組の進捗状況

計画と
の比較

取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

定量化は困難

-

76.1ｔ-CO2

（算定根拠）
【ノーマイカー】　22,615人×

0.0022t-CO2=50t-CO2

【ライトダウン】　38,472人×
0.000532t-CO2=20t-CO2

【ノーレジ袋】　29565人×
0.000008t-CO2=0.2t-CO2

【グリーンコンシューマー活
動】64,804人×0.000039t-
CO2=2.5t-CO2

【待機電力削減】　53,786人
×0.000064t-CO2=3.4t-CO2

95.2t-CO2

（算定根拠）
消化ガスによる年間の発
電量200899kWh×
0.000474=91.4t-CO2

・国のバイオマスタウン戦略が
抜本的な見直しとなった。国の
バイオマス推進ロードマップが
確定しなければ、自治体として
のバイオマス戦略を策定でき
ない。

・国の動向がはっきりするまでは、現状の取
り組みを実施する。

・参加事業所97、参加者数
9966人の参加（６月）
・参加事業所62、参加者数
6262人の参加（10月）
・参加事業所80、参加者数
8,194人の参加（２月）

ｂ

・参加事業所の更なる拡大と
マンネリ化しないための新しい
仕掛けが必要。

実施

＜実施＞
・松尾浄化管理センターにおいて、消化ガスを利用した発電
システムの発電状況、エンジンの耐久性等をメーカーとの共
同研究で実証実験を行い、検証を行った。

実施

＜実施＞
・環境月間である６月を中心に、温暖化防止行動の一斉行
動（レジ袋削減、ライトダウン、ノーマイカー通勤、エコドライ
ブ等）を行った。

・温室効果ガスの排出をどの
ように削減していくかについ
て、検討を進め、更に実践して
定量的な温室効果ガスの削減
につなげていく必要がある。

プロジェクトチームを中心に、実践的な低炭
素活動に結び付けていく取り組みを実施す
る。

実施

＜実施＞
・管財契約において、南信州いいむす２１導入事業者には
等級加点を行った。
・地域ぐるみ環境ＩＳＯ研究会に所属する企業に対して温室
効果ガス排出量の把握を行なった。
・地域ぐるみ環境ＩＳＯ研究会で低炭素活動を推進するため
のプロジェクトを立ち上げ、事業所における温室効果ガス削
減のモデルケース分析を行った。

b

・低炭素社会を目指すため
の企業活動のあり方を検討
するプロジェクトチームが立
ち上がり、定量的な検証に
着手することができた。

地域ぐ
るみで
環境に
配慮し
た低炭
素型企
業活動
への取
組

企業に
おける
低炭素
社会を
めざす
取組

2-4-②
-a

産業

地域内
の資源
循環産
業の取
組

○

業務

事業所
が行う
地域ぐ
るみ温
暖化防
止一斉
行動の
取組

産業

b

2-4-②
-c

・22年度と同様、６月、１０月、２月の年３回、
一斉行動を実施予定。

2-4-②
-b

飯田 6/12 （個別進捗）



平成２３年度の展開

温室効果ガス削減
（暫定）

地域活力の創出等

取組
方針

取組
内容

平成２２年度の進捗

主要部門
H22
予定

取組
番号 取組の進捗状況

計画と
の比較

取組の計画

取組の成果

課題と改善方針

14.3t-CO2

【市民利用】
利用自転車走行距離合計
27,726.4㎞÷市内平均燃費：
16.5ｋｍ/ℓ×0.0023t（車1ℓ当
たりのCO2係数）=3.9t-CO2

ＢＤＦ4,148ℓ×0.0023t-CO2
=9.5t-CO2

電気自動車
アイミーブ　0.05t-CO2
　走行距離1178kmで、従来
の同等の軽自動車が同距離
を走行した場合の削減量
リーフ　0.84t-CO2
　4747kmで、従来の同等の
普通自動車が同距離を走行
した場合の削減量

2.4t-CO2

【事業所利用】
利用自転車走行距離合計
17,289.3㎞÷市内平均燃費：
16.5ｋｍ/ℓ×0.0023t（車1ℓ当
たりのCO2係数）=2.4t-CO2

定量化は困難

-

b

車両の
乗換え
による
温室効
果ガス
排出量
の削減

2-5-②
-a

・年間利用のべ人数　9,027
人
・年間の走行距離
45,015.7km
・自転車モニターのべ人数
261人
・自転車モニターのべ走行
距離　1217.08km
・公用車及び地域ぐるみ環
境ISO研究会での電気自動
車走行距離1178km
・タクシー会社での電気自
動車走行距離4747km

・電気自動車の普及には、充
電インフラの普及が不可欠で
あるため、こうしたインフラ整
備が必要となる。
・公用車の燃費の悪い車両の
更新が急務だが、財源確保が
課題となっている。

・電気自動車の普及について、インフラ整備
も含めて検討を進める。
・エコドライブ講座は1,000人受講を目標に
引き続き実施する。

・年間利用のべ人数　9,027
人
・年間の走行距離
45,015.7km
・自転車購入補助　49件
・自転車モニターのべ人数
261人
・自転車モニターのべ走行
距離　1217.08km
・自転車関連イベント　４回

・自転車利用においては観光
面での利用推進の取り組みの
環が広がる一方、システムの
よりよい活用のために課題を
抽出してシステムの見直しを
する必要がある。飯田市は坂
が多いため、自転車に対する
拒否意識がまだ多い。また、シ
ステム自体の認知度がまだ低
いと感じられる。

・自転車市民共同利用システムの認知度を
高めるための取り組みを行うとともに、より
効率的な運用になるための自転車の配置
等、システムの改善に取り組む。
・観光面、健康面からの自転車利用という多
角的な視点から自転車利用者を増やしてい
く。

ノーマ
イカー
通勤に
よる温
室効果
ガス排
出量の
削減

2-5-②
-b

運輸 実施

＜実施＞
・自転車市民共同利用システム推進事業を活用し、事業所
に自転車を貸出し、通勤利用を推進した。
・職員を対象に、自転車通勤、利用を促すために購入補助
制度を構築し、支援を行った。
・職員を対象に、自転車通勤を促すモニター制度を実施し
た。
・南信州ツアーオブジャパンの実施、自転車サイクルツーリ
ズムやツーキニストの育成に関する啓発や中心市街地のポ
タリングマップを作成し、観光面からの自転車利用を推進し
た。

運輸 ○ 実施

＜実施＞
・自転車市民共同利用システム推進事業により、市民の自
転車利用を推進した。
・電気自動車を予定よりも前倒しで２台導入し、１台は公用
車、１台は地域ぐるみ環境ISO研究会参画事業者で利用を
開始した。また、市内のタクシー会社が北陸信越運輸局の
管内では初めて２台のリーフを導入し、運行を開始した。
・ＢＤＦについては、生ごみ収集車２台と公用車１台で利用
し、4,148ℓを利用した。
・飯田地球温暖化対策地域協議会と連携して、エコドライブ
講座を通年にわたって自動車学校の協力を得て行なった。
・市内のタクシー会社で電気自動車２台を導入し、利用を開
始した。
・公用車の低炭素車両導入の計画を作成した。

a

・乗り合いタクシーの利用促進を引き続き行
なう。

・乗り合いタクシーの試行と
いう社会実験を通じて、市
民参加の公共交通のあり
方の検討がなされている。

・広大で多様な市域のため、そ
れぞれの特性を活かした公共
交通のあり方を検討していく必
要があり、その体系ごとに温室
効果ガス削減効果を把握する
必要がある。

＜実施＞
・一部区域での公共交通利用モデル（乗り合いタクシー等）
の試験的な取り組みを継続的に行った。
・パーク＆ライドの実施調査を行った。

b

公共交
通を利
用する
低炭素
モデル
の構築

2-5-②
-c

実施運輸

公共交
通と乗
換えに
よる低
炭素な
移動手
段の取
組

※1 アクションプラン上、平成21年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしている事業すべてについて記載すること。（取組方針、取組内容、取組番号は、アクションプランから該当部分を転記すること。）

平成22年度以降に取り組むこととしていた事業で平成21年度に前倒しで行った事業についても、記載すること。（その場合、取組番号としては新-1、新-2・・・と記載すること。）

※2 「主要」の欄には、温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性に優れている等の理由で「総括票」に記載したものについて、「○」を記載すること。
※3 「H21予定」の欄には、「実施」「着手」「検討」「なし」から選択して記入すること。

※4 「取組の進捗状況」の欄には、「＜実施済み＞」「＜実施中＞」「＜検討中＞」「＜実施せず＞」から選択して記入した上で、状況を記載すること。
※5 「計画との比較」欄は、アクションプランへの記載と比した進捗状況を示すものとし、「H21予定」欄と「取組の進捗状況」欄を比較して、以下の分類によりa）～d)の記号付すること。

a）計画に追加/計画を前倒し/計画を深掘りして実施、b）計画通り、c)計画より遅れている、d)取り組んでいない
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３．平成２２年度実施事業一覧 団体名

支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

2-1-②
-1-a

エネルギー先
進地域との情
報交換

-
緑の分権改革推進事業
緑の分権改革調査事業

低炭素エネルギーシステムを構築するため、先進的な
取り組みを行っている事例やエネルギー環境を取り巻く
最新事情を把握するための情報収集。

H21～H23 25,000 18,500
緑の分権改革推進事業
緑の分権改革調査事業

総務省 18,500

2-1-②
-ｂ

新たな事業
体の設立

-
小水力市民共同発電推
進検討事業

新たな事業体の設立について、市民参画を前提とした
小水力発電のあり方について、モデル河川を選定して
実証調査を行いながら検討するもの。

H21～H25 25,000 18,500
緑の分権改革推進事業
緑の分権改革調査事業

総務省 18,500

1
りんご並木のエコハウス
推進事業

低炭素不動産普及の拠点として市街地に建設した「りん
ご並木のエコハウス」を中心に、市民の低炭素ライフス
タイル実践を誘導するための啓発事業。

H21～H25 25,000 200

2
防犯灯のＬＥＤ化推進事
業

市内の防犯灯6000本をＬＥＤに転換するもの。 H21～H25 17,400 2,100

2-1-②
-d

環境視点か
らの木材利
用と森林管理
の推進

-
森のエネルギー推進事
業

森林資源を「材」と「エネルギー」の双方から利用しつ
つ、適正な森林管理から吸収源確保につなげるととも
に、荒廃竹林の整備につなげるための竹活用について
検討するもの。

H21～H25 180,000 54,252
①里山エリア交付金・
流域育成林整備事業
②緊急雇用創出事業

①林野庁
②厚労省

①41,841
②11,336

1
再生可能エネルギー推
進事業

住宅における太陽光発電、太陽熱温水器、木質バイオ
マス機器の普及を行い、民生家庭部門からの温室効果
ガス削減につなげる。

H21～H25 218,000 60

2 おひさま０円システム事業

太陽光市民共同発電事業の住宅版で、地域のエネル
ギー事業者が一般住宅の屋根を借りて一定期間太陽光
による電力を共有する事業で、市、地元の金融機関との
協働で取り組む太陽光発電事業

H21～H25 - -
再生可能エネルギー
交付金

飯田市 4,400

3 メガソーラーいいだ事業
中部電力との協働により、メガワットソーラー事業を行う
もの。

H21～H25 - -
地域新エネルギー等
導入促進事業

新エネルギー
導入促進協議
会

370,500

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業期間
（見込）

事業名 事業概要
事業費総額

（見込）
（千円）

H22年度
事業額
（実績）
（千円）

長野県飯田市

2-1-②
-c

地域独自の
環境価値を
付加した低炭
素不動産の
普及と高効率
エネルギー機
器への転換
による既存住
宅の省エネ
化

2-1-②
-e

「おひさま」と
「もり」のエネル
ギー活用プロ

ジェクト

飯田 8/12 （H22事業一覧）



支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業期間
（見込）

事業名 事業概要
事業費総額

（見込）
（千円）

H22年度
事業額
（実績）
（千円）

2-2-②
-a

街区更新時の
低炭素街区の
構築

- 緑の分権改革調査事業
市内の街区を整理し、街区の特性に生かした熱供給の
あり方について検討するもの。

H21～H25 25,000 3,500 緑の分権改革調査事業 総務省 3,500

2-2-②
-c

低炭素不動産
プロジェクトの
展開

-
りんご並木のエコハウス
推進事業

低炭素不動産普及の拠点として市街地に建設した「りん
ご並木のエコハウス」を中心に、市民の低炭素ライフス
タイル実践を誘導するための啓発事業。

H21～H25 25,000 1,900 緊急雇用創出事業 厚労省 1,900

2-3-②
-b

地育力向上連
携システム推
進計画等に基
づく現世代及
び次世代を担
う子供たちに
対する環境教
育の実施

-

地育力向上連携システ
ム推進計画等に基づく現
世代及び次世代を担う子
供たちに対する環境教育
の実施

学校教育、生涯学習を通じて、子供から大人までを対象
にした環境学習を推進するもの。

H21～H25 48,000 8,605

2-3-②
-c

フード＆ウッド
マイレージ短
縮を通じた温
室効果ガス
削減活動への
参加促進

-

フード＆ウッドマイレージ
短縮を通じた温室効果ガ
ス
削減活動への参加促進

地域木材や食材を地産地消する取り組みを推進するも
の。

H21～H25 67,000 2,600

2-3-②
-d

地球温暖化防
止コーディネー
ターの育成と
活用

-
エコライフコーディネー
ターによる低炭素ライフ
スタイル推進事業

民生部門で実践的な省エネ行動へと導くためのエコライ
フコーディネーターの育成とコーディネーターによる低炭
素ライフスタイルへの誘導を行なうもの。

H21～H25 500 150

2-3-②
-e

エコツーリズム
型の人材交流
と人材確保

-
エコツーリズム型の人材
交流と人材確保

エコツーリズムやＵターン、Ｉターンキャンペーン等を通じ
地域への人材誘導を図るもの。

H21～H25 46,000 6,456

2-3-②
-f

カーボン・オフ
セットを通じた
横浜市等との
協働・交流

-
渋谷区、横浜市との交流
推進事業

横浜市のアクションプランに掲げる都市と農山村の連携
交流におけるきっかけづくりとなるツアーの受け入れや、
渋谷区の地球温暖化防止実行計画に基づく当市との住
民主体による交流を支援するもの。

H21～H25 1,000 300

2-4-②
-a

企業における
低炭素社会を
めざす取組

-
低炭素企業活動推進モ
デル事業

ＩＳＯ研究会の事業所を中心に低炭素企業活動を推進す
る検討会を設置し、事業所における二酸化炭素削減に
繋がる取り組みを推進する。

H21～H25 2,000

飯田 9/12 （H22事業一覧）



支援名称
所　管
省庁等

支援額
（千円）

取組
番号

取組
項目

枝
番

事業期間
（見込）

事業名 事業概要
事業費総額

（見込）
（千円）

H22年度
事業額
（実績）
（千円）

2-4-②
-b

事業所が行う
地域ぐるみ温
暖化防止一斉
行動の取組

-
地球温暖化防止一斉行
動の実施

地域の事業所を対象にノーマイカー、ライトダウン、エコ
ドライブ、ノーレジ袋等の一斉行動を呼びかける。

H21～H25 0

1
自転車市民共同利用推
進事業

中心市街地の公共施設、事業所、宿泊施設及び中学校
に電動自転車等130台を配置し、市民及び観光客を対
象に低炭素な乗り物への転換を推進するもの。

H21～H25 102,000 2,709

2
電気自動車利用推進事
業

公用車や社用車でモデル的に電気自動車を導入し、地
域社会の中で電気自動車の普及のあり方について検討
するもの

H22～H25 6,500 683

2-5-②
-b

ノーマイカー通
勤による温室
効果ガス排出
量の削減

-
自転車市民共同利用推
進事業

事業所10カ所（市役所含む）に電動自転車等を配置し、
ノーマイカー通勤を主に取り組むとともに、観光、健康の
視点から自転車利用の推進を図る。

H21～H25 60,000 2,643

2-5-②
-c

公共交通を利
用する低炭素
モデルの構築

-
公共交通を利用する低
炭素モデルの構築推進
事業

市民会議や試行運行の実施により、公共交通利用のモ
デルを構築するもの。

H21～H25 510,000 98,944
地域公共交通活性化・
再生総合事業

国交省 35,362

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

車両の乗換え
による温室効
果ガス排出量
の削減

※1 アクションプラン上、平成22年度に取り組む（検討を含む。以下同じ。）こととしていた事業のうち、平成22年度に取り組む予定であったが取り組まなかった事業を除く全てについて
　記載すること。平成23年度以降に取り組むこととしていた事業で平成22年度に前倒しで行った事業についても記載すること。

2-5-②
-a
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４．平成２３年度主要事業一覧（予定） 団体名

支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

1
小水力市民共同発電推
進事業

市民参加の小水力発電の事業を推進するための実証
調査を行うもの。

- H22～H25 210 6 緑の分権改革調査事業 総務省 6

2
地域エネルギー事業体
のモデル構築

新たな公共、ソーシャルキャピタル、エネルギーファイナ
ンスの視点から、地域エネルギー事業体のモデルを構
築する。

- H23～H24 12 6 緑の分権改革調査事業 総務省 6

1 エコハウス推進事業
りんご並木のエコハウスを拠点とした低炭素ライフスタイ
ルの普及を目指すもの

H22～H25 125 1 元気づくり支援事業 長野県 1

2 防犯灯のＬＥＤ化推進事業市内の防犯灯をＬＥＤに転換するもの - H22～H25 17 2

1
再生可能エネルギー推
進事業

住宅における太陽光発電、太陽熱温水器、木質バイオ
マス機器の普及を行い、民生家庭部門からの温室効果
ガス削減につなげるもの。

1 H21～H25 218 41

2 おひさま０円システム事業

太陽光市民共同発電事業の住宅版で、地域のエネル
ギー事業者が一般住宅の屋根を借りて一定期間太陽光
による電力を共有する事業で、市、地元の金融機関との
協働で取り組む太陽光発電事業

2 H21～H25 - -

2-2-②
-c

市街地にお
ける熱供給シ
ステムの構築

-
低炭素まちづくりロード
マップ策定事業

リニア新幹線時代を見据えた、中心市街地の低炭素化
に向けたロードマップを策定するもの

- H23 5 5

2-3-②
-d

地球温暖化
防止コーディ
ネーターの育
成と活用

-
エコライフコーディネー
ターによる低炭素ライフ
スタイル推進事業

民生部門で実践的な省エネ行動へと導くためのエコライ
フコーディネーターの育成とコーディネーターによる低炭
素ライフスタイルへの誘導を行なうもの。

- H21～H25 0.5 0.3

長野県飯田市

事業費総額
（見込）

（百万円）

H23年度
事業額
（見込）

（百万円）

取組
番号

2-1-②
-e

「おひさま」と
「もり」のエネル
ギー活用プロ
ジェクト

2-1-②
-ｂ

新たな事業体
の設立

枝
番

2-1-②
-c

地域独自の
環境価値を
付加した低炭
素不動産の
普及と高効率
エネルギー機
器への転換
による既存住
宅の省エネ
化

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

Ｈ
22
枝
番

取組
項目
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支援名称
（想定）

所　管
省庁等

支援額
（百万円）

事業費総額
（見込）

（百万円）

H23年度
事業額
（見込）

（百万円）

取組
番号

枝
番

事業名 事業概要
事業期間
（見込）

Ｈ
22
枝
番

取組
項目

1
電気自動車利用推進事
業

公用車や社用車でモデル的に電気自動車を導入し、地
域社会の中で電気自動車の普及のあり方について検討
するもの

2 H22～H25 6 2

2
自転車市民共同利用推
進事業

中心市街地の公共施設、事業所、宿泊施設及び中学校
に電動自転車等130台を配置し、市民及び観光客を対
象に低炭素な乗り物への転換を推進するもの。

1 H21～H25 102 3

2-5-②
-c

公共交通を利
用する低炭素
モデルの構築

3
公共交通を利用する低
炭素モデルの構築推進
事業

市民会議や公共交通の試行運行の実施のほか、低炭
素な交通手段の試行等により、低炭素な公共交通利用
のモデルを構築するもの。

- H21～H25 510 10 緑の分権改革調査事業 総務省 1

※2 取組番号、取組項目については、個別票と同様に記載すること。
※3 事業ごとに行を作成し、枝番を振って、事業名、事業概要、事業期間、事業費総額等を記載すること。
※4 「事業期間（見込）」「事業費総額（見込）」「平成23年度事業額（見込）」については、現時点で見込んでいる額を記載すること。

※1 平成23年度に取り組む事業のうち、主要事業（温室効果ガス削減効果が大きい、特に先導性・モデル性に優れている等）について記載すること。

車両の乗換え
による温室効
果ガス排出量
の削減

2-5-②
-a
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